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～お願い～ 

【リスクコミュニケーションに関する事例の募集】 

リスクコミュニケーションの事例として他の自治体等にお知らせしてもよい

事例について募集しています。自治体が関与しなかった事例でも結構です。 

下記、環境省環境保健部環境安全課にお知らせ下さい。 

 


